
【記載例】申請者が除排雪事業者の場合 

別記第１号様式（第６条関係） 

長岡市除雪オペレータ人材確保・育成支援事業補助金交付申請書 

令和〇年４月１日 

長 岡 市 長 様 

  住  所（所 在 地）長岡市〇〇１丁目１番１号 

申請者  氏  名（事業者名）      株式会社〇〇 

代表者名       代表取締役 ○○ 〇〇 

電話番号     ０００－００００―００００ 

 

次のとおり長岡市除雪オペレータ人材確保・育成支援事業補助金の交付を申請します。 

資

格

を

取

得

す

る

人 

氏 名 ○○ ○○ 生 年 月 日 昭和〇年〇月〇日 

住 所 長岡市〇〇２丁目２番２号  申請時年齢 満 40 歳 

勤 務 先 所 在 地  事 業 者 名  

取 得 す る 

資 格 

１ 大型特殊自動車免許（農耕車限定及びカタピラ限定免許を除 

く。） 

 ２ 車両系建設機械（整地・運搬・積込及び掘削用）運転技能講 

 習の修了資格 

３ 除雪機械安全施工技術講習会 

個 人 情 報 の 

取 扱 い に 

係 る 同 意 

補助金の交付に係る審査のため必要があるときは、道路管理課

の職員が私の市税の納税状況を確認することを承諾します。 

氏 名 ○○ ○○    

事

業

費 

収 入 支 出 

区 分 金 額 区 分 金 額 説 明 

市 補 助 金 80,000 円 
大型特殊 

自動車免許 
120,000 円 

車両系建設機械運転

技能講習は○○月に

受講予定 

国 等 補 助 金 円 
車両系建設機械 

運転技能講習 
41,050 円 

自 己 資 金 81,050 円  円 

 円  円 

計 161,050 円 計 161,050 円 

交付を受けようとす

る 補 助 金 の 額   
80,000 円 

備考 資格を取得する人の欄は、申請者が個人の場合にあっては氏名及び住所を、申請者

が事業者の場合にあっては所在地及び事業者名を記入する必要はありません。 

（長岡市暴力団排除条例に基づく暴力団の排除のための誓約） 

⑴ 補助金を暴力団の活動に使用しません。 

⑵ 補助金の交付の対象となる事業により暴力団に対し利益を供与することはありませ 

 ん。 

⑶ ⑴又は⑵に反する場合は、この申請を却下され、補助金の交付の決定を取り消され、 

 又は交付を受けた補助金を返還することを承諾します。 

☑ 上記について誓約します。（□にレ点を記入してください。）



【記載例】申請者が免許取得者の場合 

別記第１号様式（第６条関係） 

長岡市除雪オペレータ人材確保・育成支援事業補助金交付申請書 

令和〇年４月１日 

長 岡 市 長 様 

住  所（所 在 地）長岡市〇〇２丁目２番２号 

申請者  氏  名（事業者名）       ○○ ○○ 

代表者名                 ― 

電話番号     ０００－００００―００００ 

 

次のとおり長岡市除雪オペレータ人材確保・育成支援事業補助金の交付を申請します。 

資

格

を

取

得

す

る

人 

氏 名  生 年 月 日 昭和〇年〇月〇日 

住 所   申請時年齢 満 40 歳 

勤 務 先 所 在 地 
長岡市○〇１丁

目１番１号 
事 業 者 名 株式会社〇〇 

取 得 す る 

資 格 

１ 大型特殊自動車免許（農耕車限定及びカタピラ限定免許を除 

く。） 

 ２ 車両系建設機械（整地・運搬・積込及び掘削用）運転技能講 

 習の修了資格 

３ 除雪機械安全施工技術講習会 

個 人 情 報 の 

取 扱 い に 

係 る 同 意 

補助金の交付に係る審査のため必要があるときは、道路管理課

の職員が私の市税の納税状況を確認することを承諾します。 

氏 名   〇〇 ○○   

事

業

費 

収 入 支 出 

区 分 金 額 区 分 金 額 説 明 

市 補 助 金 80,000 円 
大型特殊 

自動車免許 
120,000 円 

車両系建設機械運転

技能講習は○○月に

受講予定 

国 等 補 助 金 円 
車両系建設機械 

運転技能講習 
41,050 円 

自 己 資 金 81,050 円  円 

 円  円 

計 161,050 円 計 161,050 円 

交付を受けようとす

る 補 助 金 の 額   
80,000 円 

備考 資格を取得する人の欄は、申請者が個人の場合にあっては氏名及び住所を、申請者

が事業者の場合にあっては所在地及び事業者名を記入する必要はありません。 

（長岡市暴力団排除条例に基づく暴力団の排除のための誓約） 

⑴ 補助金を暴力団の活動に使用しません。 

⑵ 補助金の交付の対象となる事業により暴力団に対し利益を供与することはありませ 

 ん。 

⑶ ⑴又は⑵に反する場合は、この申請を却下され、補助金の交付の決定を取り消され、 

 又は交付を受けた補助金を返還することを承諾します。 

☑ 上記について誓約します。（□にレ点を記入してください。）


